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県労連2011賃金確定闘争大綱妥結

現給保障の廃止については引続き話し合う。月例給の引下げは6級△0.35%に圧縮！

臨任職員の年休増、非常勤職員の退勤時特別休暇、再任用職員の療養休暇有給化を勝取る！

県労連は11月14日に最終交渉を設定し、断続的に交渉を行った結果、15日午前7時00分、今期の賃金確定交渉について大綱妥結しました。

　今期確定闘争は、人事委員会勧告で触れられた、現給保障（経過措置額）の廃止と月例給の引下げ提案が大きな課題となりました。

　また、県労連が要求した、災害対応課題（迂回通勤時の実費弁償、退勤時の特別休暇、災害派遣者等の特殊勤務手当）、臨任・非常勤・再任用職員の療養休暇、臨任職員の雇用の空白期間問題が焦点となりました。

☆基本賃金
当局の当初提案は、「行政職1表6級以上かつ55歳超の職員の1％削減」でした。県労連は「働き方は変わらないのに年齢で区分して引下げる手法は容認できない。本来、公民較差は給料表で対応すべきであり、少なくとも級号給で考えるべきものだ。」と主張し、その後、当局から「6級以上の全ての職員について0.45%削減」の再提案がありました。

県労連としては、年齢での区別は解消されても対象が6級の全ての職員に拡大されたことから「引下げは7級以上の管理職手当受給者層にすべきだ。」と改めて要求しました。当局が再度、「引下げ率は6級0.35%、7級以上は0.55%としたい。」と回答してきたことから、他の課題も含めた総合的判断として、これを受け入れることとしました。

☆現給保障
現給保障の廃止提案については、県労連としては「労使の信義則の問題である。05年の給与構造見直し時の労使合意を遵守すべきだ。」「最高で5万円もの引下げは生活破壊であり、到底容認できない」と主張し、最後までギリギリの交渉を行いました。

　最終的に、「給与構造改革の一環として行った給料表の切替に伴う経過措置額（現給保障）の廃止については、人事委員会勧告とこれまでの交渉経過を踏まえながら、今後の給与のあり方や実施時期について、引き続き話合う」ことで合意に至りました。
☆東日本大震災で明らかになった課題
東日本大震災直後から、自治労県職労が強く要求をしてきた課題について、

①退勤時の特別休暇。
東日本大震災後の計画停電によって、帰宅時の交通途絶が発生し、人事院は3月17日に関係規則を改正しました。県では非常勤職員が4月当初には年休が付与されていないことから、自治労県職労は、3月段階から要求し、今期、非常勤職員への適用を勝取りました。

②迂回通勤時の実費弁償。
今回の震災で課題となった迂回通勤費用の職員負担について、「今後、災害時対応を検討する中で、勤務条件に関わることは話し合いたい。」との回答があり、今後の足がかりを得ることができました。

③東日本大震災対応の業務についての特殊勤務手当。

神奈川県では、原発20キロ警戒区域内でのペットの保護や堤防復旧業務に職員を派遣しています。こうした職員に対して、県の手当額を前提に、国に準じた手法で算出した特殊勤務手当が、3月11日に遡り適用されることになりました。

行政職１給料表対応表

	行政１
	6級
	7級以上

	行政２
	該当なし
	該当なし

	海事１
	6級
	該当なし

	海事２
	該当なし
	該当なし

	大学職
	3級
	4級

	研究職
	5級
	6級

	医療２
	5級
	6級

	医療３
	6級
	7級

	福祉職
	5級
	6級


	項　目
	妥 結 内 容 ・回答水準

	基本賃金
	・給与表の改定は行わず、月例給を行政職(１)表６級相当職を０.３５％引下げ、７級相当職以上を０.５５％引下げる。
・現給保障額、管理職手当も同様に引下げる。
・地域手当、期末勤勉手当に跳ね返る。
・実施時期は、2012年１月。

	所要の調整
	・年間給与の均衡を図るための所要の調整を行う。
・減額対象となる職員を一律で０.４１％／月減額する。

・月例給４月～１２月分＋６月期・１２月期一時金について、１月の月例給で調整する。

	現給保障
	・給与構造改革の一環として行った給料表の切替に伴う経過措置額（現給保障）の廃止については、人事委員会勧告とこれまでの交渉経過をふまえながら、今後の給与のあり方や実施時期について、引き続き話し合う。

	住居手当

　（持ち家）
	・引き続き話し合っていくものとする。

	特殊勤務手当
	・東日本震災への対応のための業務に従事した場合には、本県における手当額を前提に、国に準じた手法により算出した額の特殊勤務手当（災害応急作業手当および警察業務手当）を支給することとし、2011年3月11日から適用するx措置を講ずる。

	交通途絶時の迂回通勤の実施弁償
	・今後、災害時対応を検討する中で、勤務条件に関わることは話し合いたい。

	災害時等の退庁時特別休暇
	・非常勤職員については、退勤途上の危険を回避するための特別休暇を取得できるものとし、2012年1月1日から適用する。

	忌引休暇の

廃止提案
	・忌引休暇について、引き続き話し合って行きたい。

	生理休暇

分割取得
	・通算して２日の範囲で取得できるものとし、2012年1月1日から適用する。

	再任用職員の療養休暇
	・再任用職員の傷病のための療養休暇は有給とする。再任用短時間勤務職員については、勤務時間数及び任用期間に応じて、有給又は無休とすることとし、2012年4月1日から適用する。

	臨時的任用職員の休暇
	・年次休暇については、勤続勤務期間等が６月以内の職員にあっては、勤続勤務期間等が６月の期間に対して付与する日数を、勤続勤務期間等が６月超の職員にあっては、勤続勤務期間等が６月の期間に対して付与する日数を、それぞれ１日加算するものとし、2012年4月1日から実施する。

	臨任・

　非常勤職員の

　賃金改善
	・非常勤報酬は、条例で常勤職員との均衡が定められており、初任給との均衡を図っている。

	臨任の雇用の

空白期間
	・欠員の対応は、基本的には正規職員だが、長期的には業務に応じて正規、臨任・　非常勤・再任用でも対応したい。
・現在、教育では約3,000～4,000人、行政では約500人の欠員臨任がいる。

・他県では、1日のみのところもあれば1ヶ月～3ヶ月のところもある。各県・各任命権者で様々な対応。

・現行の空白期間は、地公法の趣旨に合致しており、短縮は考えていない。

	パワハラ防止
指針の策定
	・パワーハラスメント対策については、防止指針の策定に向け、労働条件小委員会で話し合っていくものとする。

	育児休業者の

期末手当
	・国の措置に準じて、1ヶ月以内の育児休業取得者についての期末手当の期間率算定を見直したい。
・国の詳細が決まり次第、しかるべき場で話し合いたい。


自治労団体生命・
自動車共済還元金

11月末に振込みます！
※振込口座を未登録の加入者は、至急、組合事務所までご連絡ください。


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































